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【デジタル田園都市国家構想基本方針 ２．意義・目的】抜粋

デジタル田園都市国家構想は、市場や競争に任せきりにせず、官と民とが協働して成長
と分配の好循環を生み出しつつ経済成長を図る「新しい資本主義」の重要な柱の一つであ
る。地方の社会課題を障害物と捉えるのではなく、成長のエンジンへと転換していく。さ
らに、官が呼び水となって、民間の投資を集め、官民連携で社会課題を解決し、力強く成
長する。様々な社会課題に直面する地方にこそ、テレワークや遠隔教育・遠隔医療など新

たなデジタル技術を活用するニーズがあることに鑑み、デジタル技術の活用に
よって、地域の個性を活かしながら地方の社会課題の解決、
魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速する。
これがデジタル田園都市国家構想の意義である。デジタル技術の進展を背景に、地方に住
み、働きながら都会に匹敵する情報やサービスを利用できるようになるなど、デジタル技
術を効果的に活用して、地方の「不便・不安・不利」の言わば３つの「不」を解消し、魅
力を高めることができる。
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施策 重点項目

便利・簡単・安⼼な「eな ⾏政」

⾏政⼿続のオンライン化

デジタル・デバイド対策

セキュリティ対策

スリムな「eな 市役所」

BPR（業務改革）の推進

電子決裁・ペーパーレスの推進

デジタル人材の確保・育成

地域の特性を活かした「eな きりしま」
コンソーシアムの推進

サテライトオフィス・ワーケーションの推進

デジタル⽥園都市国家構想交付⾦について



- 5 -Copyright © Kirishima City. All Rights Reserved.

⾦融機関

市役所 公共
サービス

学校

デジタル・デバイド対策
スマホ講座

コンソーシアムの推進（産官学連携）

⾃宅

コンビニ交付（各種証明書）

オンライン
相談

セキュリ
ティ対策

サテライトオフィス・ワーケーションの推進

⾏政⼿続のオンライン化

eな ⾏政

eな きりしま

eな 市役所

電子決裁・ペーパーレスの推進 デジタル人材の
確保・育成

BPR（業務改革）の推進

✔ ✔ ✔

公共施設

図書館

防災

キャッシュレス

インターネット

システム
連携

データ連携

オンライン
申請
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デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（ＴＹＰＥ１）の対象事業について

窓⼝受付⽀援システム事業（市⺠課）

ＡＩ活⽤型オンデマンドバス運⾏事業
（地域政策課）
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実装計画（実装までのプロセス・スケジュール）
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サービス内容
＜ＡＩ活⽤型オンデマンドバスの利⽤⽅法＞

① 利⽤者は事前登録を⾏い、利⽤時にweb⼜は電話で
配⾞の予約を⾏う（乗降場所を申し込み）。

② 指定された時間に乗⾞するとき、運転⼿に予約番号を
伝え、現⾦、QRコード決済、⼜はクレジットカードで
運賃を⽀払う。

③ 乗⾞すると⽬的地に向かい、途中で他の利⽤者が乗降
しながら、それぞれの⽬的地へ移動する。

④ AIが作成した効率的なルートが随時、⾞内のタブレット
端末に配信され、運転⼿は当該情報に沿って運⾏する。

＜利⽤者のメリット＞

○ 利⽤者は乗りたいときに予約してバスを呼ぶことができる。
○ 効率的なルートで運⾏するため待ち時間や移動時間を短縮できる。
○ ⼩型⾞両を活⽤するため、これまで乗り⼊れ困難だったエリアでの乗降が可能となる。
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実装計画（実装までのプロセス・スケジュール）
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事業推進体制

名称 役割

1 霧島市
• 事業計画の⽴案、庁内の調整
• 報告書作成をはじめとする事業全般の管理
• 統括業務

2 ⾏政システム九州株式会社 • 住⺠記録等の基幹系システムの運⽤・管理

3 窓⼝受付⽀援システムベンダー • 既存住基ベンダーの連携
• 窓⼝受付⽀援システムの設計・構築

4 霧島市ふるさと創⽣有識者会議 • 窓⼝受付⽀援システムなど各種申請等のデジタル化に関する意⾒

霧島市

⾏政システム九州株式会社
（既存住基ベンダー） 窓⼝受付⽀援システムベンダー

基幹系システム等ベンダー

委託契約

関連する地域のステークホルダー

霧島市ふるさと創⽣有識者会議

窓⼝受付⽀援システム事業（市⺠課）
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PDCAの実施体制

当市のＤＸの推進を総括する「霧島市ＤＸ戦略本部」の下部組織である「電子申請作業部会」におい
て、窓⼝受付⽀援システムの運⽤状況の分析、改革改善について協議・検討を⾏う。

また、外部の有識者で構成する「霧島市ふるさと創⽣有識者会議」に、運⽤状況や窓⼝利⽤者の満⾜
度アンケート結果について報告し、意⾒を聴取する。
＜霧島市ふるさと創⽣有識者会議（15名）＞

商⼯会議所、商⼯会、ＪＡ、県地域振興局、公共職業安定所、⼤学、⾼等専⾨学校、⾦融機関、連
合地域協議会、ケーブルテレビ事業者、観光協会、児童クラブ連絡会、⾃治公⺠館連絡協議会、地
元企業、⼀般市⺠

＜電子申請作業部会＞
各種申請に係る担当課等

窓⼝受付⽀援システムベンダーから定期的（4半期毎）な運⽤状況報告及び改善提案を含めることによ
り、窓⼝での運⽤状況と⽬標値を可視化し、

1. PLAN︓具体的な数値⽬標（KPI）の設定
2. DO︓異動受付⽀援システムの運⽤、窓⼝利⽤者の満⾜度アンケート調査
3. CHECK︓定期的な数値⽬標（KPI）と実運⽤データのGAP確認、満⾜度アンケート結果の分析
4. ACTION︓市⺠課やDX推進課等の庁内横断的な推進体制とシステム運⽤保守ベンダーが連携し

てGAP対策等を検討するとともに、霧島市ふるさと創⽣有識者会議において、当該事業等に対す
る意⾒を聴取しながら、窓⼝業務の改善を図る。

PDCAの⽅法（有効性を高める工夫）

窓⼝受付⽀援システム事業（市⺠課）


